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 （続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
瑕疵担保責任に関する従来の中心的な問題は、特定物売買において目的物の性質が
契約内容に入りうると考えるかどうかであった。法定責任説はこれを否定し、目的物
に瑕疵があっても債務は履行されたと考え、瑕疵担保責任を法が特別に定めた責任と
みるのに対し、契約責任説はこれを肯定し、目的物に瑕疵があるときは債務が履行さ
れていないと考え、瑕疵担保責任を債務不履行責任の特則とみる。日本を含むドイツ
法系の諸国では、法定責任説から契約責任説へと転換しつつあるのに対し、中国で
は、当初から一貫して契約責任説が採用されてきた。もっとも、その前提となる契約
内容の理解や債務不履行責任の捉え方、さらに瑕疵担保責任の具体的な内容について
は、日本等で主張される契約責任説とは違いもある。本論文は、こうした中国法の特
徴に着目し、その歴史的展開の分析を通じて、瑕疵担保責任の在り方を規定する要因
を析出することを試みている。 
 本論文の評価すべき点は、次の２点にまとめられる。 
 第一は、中国契約法の歴史的展開とその意味を明らかにした点である。本論文は、
集権的計画経済体制から市場経済体制への転換を経て、1999年の統一契約法の制定と
その後の展開に至るまで、丹念に変遷の過程を明らかにしている。これにより、一見
すると現在の国際的潮流と軌を一にする中国契約法が集権的計画経済体制の下で形成
された法観念と連続性を持ち、それ故に契約責任説として一般に理解される考え方が
貫徹されていない場合があることが実証的に析出されている。 
 第二は、瑕疵担保責任の比較法的な分析枠組みを析出した点である。本論文は、中
国法の分析を通して、契約責任説の採否と契約内容の理解（合意により自律的に形成
されるか他律的に形成されるか）は別問題であり、前者は種類物売買を中心とする取
引モデルが前提とされるか否かによって決まるのに対し、後者は私的自治をどこまで
尊重するかによって決まることを明らかにした上で、日本で進められている民法（債
権関係）の改正も、こうした視角からよりよく理解できることを説得的に示してい
る。 
 このように、本論文は、中国契約法の歴史的展開に即した比較法的分析を実証的か
つ的確に行うものであり、前提となる契約内容の確定や債務不履行責任との関係につ
いてはなお検討の余地はあるものの、瑕疵担保責任について今後研究を進める上で基
礎となるべきものと評価することができる。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成27年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果
合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際し
ては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
